






































































































































4 4 4 4 4
に信頼して行動したがゆえに
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
、裁判所による救済を受けられなくなるという
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
、
法治国家として極めて不条理な事態









































































































































































































4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
分は利用できない
4 4 4 4 4 4 4 4
との、「取消訴訟の排他的管轄」に類する論理が示唆されて











4 4 4 4 4 4
他的管轄






4 4 4 4
につき仮処分が認められない論拠
























































































































































































































































































































































































































































































































4 4 4 4 4 4 4
脈において
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において
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脈において































































































































































































































4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
〈ミクロな均衡解釈
4 4 4 4 4 4 4 4
〉を通じて
4 4 4 4
、「予測可能性の保護









4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
〈マクロな均衡解釈
4 4 4 4 4 4 4 4
〉を図って
4 4 4 4
いくことができる


























（ 3）　拙稿「処分性拡大論に関する一考察」洋法56巻 3号（2013年） 1頁以下【拙稿①】等
参照。
（ 4）　ただし、例外的に処分性を緩やかに解釈したものとして、最判昭和54年12月25日（民
集33巻 7号753頁）、最判昭和60年12月17日（民集39巻 8号1821頁）、最判昭和61年 2月
13日（民集40巻 1号 1頁）、最判平成 4年11月26日（民集46巻 8号2658頁）等参照。関
連して、拙稿「処分性拡大判例の系譜」洋法56巻 2号（2013年）25頁以下も参照。
（ 5）　二項道路一括指定事件（最判平成14年 1月17日 :民集56巻 1号 1頁）、労災就学援護費
不支給決定事件（最判平成15年 9月 4日 :判時1841号89頁）、登録免許税拒否通知事件
（最判平成17年 4月14日 :民集59巻 3号491頁）、食品衛生法違反通知事件（最判平成16年
4月26日 :民集58巻 4号989頁）、病院開設中止勧告事件（最判平成17年 7月15日 :民集
59巻 6号1661頁）、病院病床数削減勧告事件（最判平成17年10月25日 :判時1920号32頁）、
土地区画整理事業計画決定事件（最判平成20年 9月10日 :民集62巻 8号2029頁）、保育所
廃止条例事件（最判平成21年11月26日 :民集63巻 9号2124頁）、有害物質使用特定施設廃

















































































る。裁判所は、憲法76条、裁判所法 3条 1項、民訴応急措置法 8条の各規定を踏まえる
ならば、民事訴訟法の規定に基づく仮処分としての執行停止は適法であるとした。






































































































































































































































について（ 3・完）」六甲台15巻 4号（1968年）129頁、大浜・前掲注（ 1）299頁等参
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